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財政事情を家計簿に例えると…

※�平成 30 年度地方財政状況調査の性質別分類に基づき作成しています。

区　　分 平成 30 年度
決算額 構成比

義務的経費

人件費 60億8,890万円 11.4％
扶助費 137億   808万円 25.8％
公債費 43億1,002万円 8.1％

小　計 241億   700万円 45.3％

投資的経費
普通建設事業費 73億6,348万円 13.9％
災害復旧事業費 15億2,730万円 2.9％

小　計 88億9,078万円 16.8％

その他経費

物件費 62億3,337万円 11.7％
維持補修費 2億7,351万円 0.5％
補助費等 38億3,605万円 7.2％
積立金 48億1,461万円 9.1％
投資及び出資金 25万円 0.0％
貸付金 1,287万円 0.1％
繰出金 49億3,753万円 9.3％

小　計 201億   819万円 37.9％

合　計 531億   597万円 100.0％

収 入
　（　　）内は市の収入科目

給料　　　　　　　　　　　　（市税） 109,000円

家賃収入などの雑収入
（使用料、手数料など） 35,000円

預貯金の取崩し　　　　　　（繰入金） 32,000円

前月収入の残り　　　　　　（繰越金） 25,000円

使い道の決められた親からの援助
（国庫・県支出金） 144,000円

自由に使える親からの援助
（地方交付税、譲与税など） 159,000円

家の増改築のための借入　　　（市債） 53,000円

　　　　　収入合計 557,000円

■ 都市計画税の使われ方■ 地方消費税増収分の使われ方

　（　　）内は市の性質区分

支 出

食費　　　　　　　　　 　 （人件費） 61,000円
医療・教育費　　　　　　  （扶助費） 137,000円
ローンの返済　　　　　　  （公債費） 43,000円
家の増改築　　　  （普通建設事業費） 74,000円
自然災害による家の補修費
　　　　　　　　  （災害復旧事業費） 15,000円

光熱水費、日用雑貨　　　  （物件費） 62,000円
家や車の修繕費　　　  （維持補修費） 3,000円
町内会、サークル会費　  （補助費等） 38,000円
預貯金　　　　　　　　　  （積立金）

48,000円株式投資　　　　  （投資及び出資金）
知人に貸したお金　　　　  （貸付金）
子どもへの仕送り　　　　  （繰出金） 50,000円

　　　　　支出合計 531,000円

　一般会計歳出決算の目的別内訳 　一般会計歳入決算の内訳
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※端数処理のため、性質区分の合計と支出合計は一致しません

繰越金
25億2,150万円（4.5％）

寄附金
15億7,597万円（2.8％）

使用料・手数料
   7億9,118万円（1.4％）

諸収入
  5億5,034万円（1.0％）
分担金・負担金
  4億5,300万円（0.8％）

市債 
53億5,780万円
　　　（9.6％）

地方消費税交付金
19億3,980万円（3.5％）

地方譲与税 4億7,785万円（0.9％） その他
7億5,312万円（1.4％）

繰入金
31億7,358万円

（5.7％）

市税
108億6,332万円
　　　（19.5％）

地方交付税
127億2,267万円（22.9％）

国庫支出金
92億9,017万円

（16.7％）

市 民 税 46億8,287万円
固定資産税 46億3,646万円
軽自動車税 3億9,739万円
た ば こ 税 7億1,297万円
都市計画税 4億3,348万円
入 湯 税 15万円

民生費
197億414万円

（37.1％）

総務費
51億6,501万円

（9.7％）

農林水産業費
28億2,403万円（5.3％）

教育費
63億6,789万円

（12.0％）

公債費
43億1,002万円

（8.1％）

土木費
29億8,369万円（5.6％）

衛生費
26億6,035万円
　　　　（5.0％）

消防費ほか
73億9,373万円

（14.0％）

災害復旧費
16億9,711万円（3.2％）

財産収入
  1億1,883万円（0.2％）

     県支出金
 50億8,636万円
　（9.1％）

財 政 調 整
基 金 11億7,152万円

ふるさと鹿屋
応 援 基 金 11億6,206万円

地 域 振 興
基 金 2億6,000万円

普通交付税 113億7,357万円
特別交付税 13億4,910万円

歳 出
531億

597万円
（100.0％）

歳
入
編

歳
出
編

●繰入金の主なもの

■ 一般会計歳出決算の性質別内訳

 翌月への繰越 26,000 円
　（収入 557,000 円 ー 支出 531,000 円）

　平成 26 年４月１日から消費税率（国・地方）

が引き上げられたことに伴い、地方消費税交付

金の増収分は、その使い道を明確化し、社会保

障に要する経費に充てるものとされています。

　平成 30 年度の地方消費税交付金のうち引上げ

分の８億 270 万円は、子ども医療費助成や幼稚

園・保育所等給付費など子育て支援に関する事

業の財源の一部として活用しています。

■ 入湯税の使われ方

自主財源（35.9％
）

200 億
4,772

万
円

356 億 2,777 万円

依存財源（64.1％）

歳 入
556億

7,549万円
（100.0％）

●市税内訳

●地方交付税内訳
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　都市計画税

　　都市計画事業や土地区画整理事業の費用に

　充てるため、都市計画区域内の土地や家屋の

　所有者に対して課税される目的税

　　平成 30 年度：4 億 3,348 万円

　主に街路事業や都市公園整備、下水道事業等

のために借り入れた市債を

返還するための財源の一

部として活用しています。

　観光振興に関する事業の財源

の一部として活用しています。

　入湯税

　　鉱泉源の保護のための施設整備や観光振興

　の費用に充てるため、温泉（鉱泉浴場）の入

　湯客に対して課税される目的税

　　平成 30 年度：15 万円

地方消費税交付金

の引き上げ分

平成 30 年度

８億 270 万円

地方消費税交付金

子ども医療費助成

幼稚園・保育所等給付費

　一般会計決算額を
10 万 で 割 っ た 額 を、
一家庭の１か月の家
計に置き換えました。
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